
１
一
港
湾
の
管
理
・
運
営
と
「
港
湾
法
」

　
港
湾
の
管
理
・
運
営
の
基
本
法
は
、
「
港
湾
法
」

で
あ
る
。

　
昭
和
二
十
五
年
、
港
湾
法
が
制
定
さ
れ
、
本
市
は

関
係
自
治
体
等
と
の
困
難
な
協
議
を
経
て
、
翌
年
六

月
一
日
、
単
独
で
横
浜
港
の
港
湾
管
理
者
と
な
っ
た
。

　
港
湾
の
主
人
公
が
、
「
そ
の
港
湾
に
最
も
身
近
な

利
害
関
係
を
有
し
、
そ
の
開
発
に
情
熱
と
愛
情
を
有

す
る
地
方
住
民
」
で
あ
る
と
し
た
点
で
、
港
湾
法
は
、

ま
さ
に
画
期
的
で
あ
っ
た
。

　
同
法
で
は
、
港
務
局
－
営
利
を
目
的
と
し
な
い

が
、
原
則
と
し
て
独
立
採
算
性
に
基
づ
き
、
委
員
会

及
び
事
務
局
の
組
織
の
も
と
に
運
営
さ
れ
る
港
湾
管

理
者
と
し
て
の
公
法
上
の
法
人

に
つ
い
て
、
最

環
境
整
備
負
担
金
な
ど
の
費
用
負
担
の
原
則
や
、
料

金
、
入
港
料
な
ど
の
収
入
に
つ
い
て
定
め
て
い
る
。

　
地
方
自
治
体
に
管
理
権
が
付
与
さ
れ
た
も
の
の
、

港
湾
整
備
の
た
め
の
財
政
力
が
こ
れ
に
伴
わ
な
か
っ

た
た
め
、
昭
和
二
十
八
年
、
港
湾
整
備
促
進
法
、
昭

和
三
十
六
年
に
は
、
港
湾
整
備
緊
急
措
置
法
が
制
定

さ
れ
、
国
に
よ
る
整
備
資
金
の
融
通
努
力
を
定
め
る

と
共
に
、
積
極
的
に
国
費
導
入
や
国
直
轄
事
業
を
推

進
す
る
こ
と
に
な
り
今
日
に
至
っ
て
い
る
。
（
昭
和

四
十
二
年
に
は
、
外
貿
埠
頭
公
団
法
が
成
立
し
、
一

時
期
公
団
が
コ
ン
テ
ナ
埠
頭
な
ど
の
整
備
運
営
を
行
っ

て
い
た
が
、
昭
和
五
十
七
年
末
に
解
散
し
、
各
港
ご

と
に
設
立
さ
れ
た
埠
頭
公
社
に
業
務
が
継
承
さ
れ
て

い
る
。
）

　
こ
の
よ
う
な
時
代
の
流
れ
を
受
け
、
本
市
は
、
国

と
連
携
し
な
が
ら
横
浜
港
の
緊
急
整
備
と
い
う
い
わ

ば
国
家
的
課
題
に
対
処
し
、
長
い
年
月
多
額
の
投
資

を
行
っ
て
き
た
。

　
私
に
与
え
ら
れ
た
テ
ー
マ
は
、
管
理
・
運
営
と
財

政
と
い
う
こ
と
だ
が
、
日
頃
の
業
務
を
手
掛
か
り
に
、

こ
の
テ
ー
マ
の
入
口
の
一
部
に
で
も
触
れ
て
み
る
こ

と
に
し
た
い
。

２
一
本
市
財
政
と
「
港
湾
費
」

①
－
港
湾
費
の
位
置

一
特
集
・
横
浜
港
の
明
日
‐
総
合
港
湾
へ
の
模
索
③
港
湾
経
営
と
自
治
体
財
政

　
表
ｌ
１
を
見
て
い
た
だ
き
た
い
。
一
般
会
計
歳
出

総
額
と
港
湾
費
の
経
年
変
化
を
表
し
た
も
の
だ
が
、

こ
こ
十
年
間
の
一
般
会
計
総
額
の
伸
び
に
対
し
、
港

湾
費
も
概
ね
同
程
度
の
伸
び
を
示
し
て
い
る
。
構
成

比
は
、
三
・
〇
％
か
ら
四
・
〇
％
の
幅
で
変
化
し
て

お
り
、
こ
れ
は
、
政
策
優
先
度
や
主
要
事
業
の
進
捗

度
合
に
よ
る
も
の
と
思
わ
れ
る
。
国
の
六
年
度
予
算

で
焦
点
と
な
っ
た
公
共
事
業
の
配
分
シ
ェ
ア
の
固
定

化
論
議
が
、
対
照
的
に
想
起
さ
れ
る
。
「
港
湾
」
の

シ
ェ
ア
は
、
「
漁
港
」
な
ど
と
と
も
に
大
い
に
注
目

さ
れ
た
。

　
表
－
２
は
、
「
平
成
五
年
度
予
算
案
に
つ
い
て
」

の
中
の
参
考
資
料
の
一
つ
で
あ
る
。
種
々
の
行
政
経

費
で
、
「
港
湾
費
」
だ
け
一
般
財
源
の
充
当
額
が
マ

イ
ナ
ス
と
な
っ
て
い
る
。
「
予
算
額
」
（
歳
出
）
を

「
特
定
財
源
」
（
歳
入
）
が
上
回
っ
て
い
る
こ
と
に
よ

る
。

　
表
－
３
は
、
港
湾
費
に
市
債
償
還
を
加
え
、
港
湾

事
業
の
収
支
を
ご
く
単
純
化
し
た
も
の
で
あ
る
。
公

債
費
の
ウ
ェ
イ
ト
が
大
き
く
、
収
支
相
償
わ
ず
の
状

況
に
あ
る
。

　
次
の
表
ｌ
４
は
、
港
湾
費
の
主
な
特
定
財
源
を
、

　
一
般
会
計
歳
入
全
体
の
中
に
お
い
た
も
の
で
あ
る
。

「
港
湾
使
用
料
」
が
「
使
用
料
」
の
中
で
、
特
に
大

き
な
比
重
を
占
め
て
い
る
。

　
最
後
に
表
－
５
だ
が
、
港
湾
費
と
そ
の
主
な
特
定

１
－
港
湾
の
管
理
・
運
営
と
「
港
湾
法
」

２
｜
本
市
財
政
と
「
港
湾
費
」

３
－
港
湾
収
支
と
港
湾
行
政

４
－
結
び
に
か
え
て
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も
力
点
を
置
き
詳
細
に
規
定
し
て
い
る
。
し
か
し
、

法
の
意
図
し
た
と
こ
ろ
と
違
い
、
港
務
局
が
つ
く
ら

れ
た
の
は
新
居
浜
港
の
み
と
な
っ
て
い
る
。

　
同
法
は
ま
た
、
港
務
局
を
設
立
し
な
い
港
湾
に
つ

い
て
、
関
係
地
方
自
治
体
が
単
独
で
港
湾
管
理
者
と

な
り
、
ま
た
は
地
方
自
治
法
上
の
一
部
事
務
組
合
を

設
立
す
る
こ
と
が
で
き
る
、
と
し
て
い
る
。
現
在
、

各
港
の
管
理
者
に
、
県
、
市
、
管
理
組
合
な
ど
の
パ

タ
ー
ン
が
あ
る
理
由
で
あ
る
。

　
財
政
的
視
点
か
ら
現
在
の
同
法
を
み
る
と
、
国
の

費
用
負
担
や
補
助
を
は
じ
め
、
原
因
者
負
担
、
港
湾

②
横
浜
港
の
管
理
・
運
営
と
財
政

■
小
田
正
治



財
源
の
変
化
を
対
比
し
た
も
の
で
あ
る
。
国
庫
負
担
金

と
港
湾
使
用
料
が
、
こ
の
と
こ
ろ
伸
び
が
見
ら
れ
な
い

も
の
の
、
安
定
的
に
推
移
し
て
い
る
の
に
対
し
、
港
湾

債
は
、
起
債
事
業
の
進
捗
具
合
に
よ
り
大
き
く
変
化
し

て
い
る
の
が
見
て
と
れ
る
。

　
港
湾
事
業
の
特
徴
は
、
歳
入
面
に
表
れ
て
い
る
と
思

わ
れ
る
の
で
、
次
に
、
港
湾
費
の
特
定
財
源
を
整
理
し

て
み
た
い
。

②
－
港
湾
費
特
定
財
源

ア
国
費

　
地
方
財
政
法
一
〇
条
の
二
に
お
い
て
「
…
港
湾
等
に

係
る
重
要
な
土
木
施
設
の
新
設
及
び
改
良
に
要
す
る
経

費
」
は
、
「
国
が
、
そ
の
経
費
の
全
部
又
は
一
部
を
負

担
す
る
」
と
し
て
い
る
。
国
庫
負
担
金
と
し
て
収
入
す

る
い
わ
れ
で
あ
る
。

　
負
担
率
は
、
現
在
概
ね
十
分
の
五
と
な
っ
て
い
る
。

横
浜
港
の
場
合
は
、
特
定
重
要
港
湾
と
し
て
、
工
事
費

の
十
分
の
十
か
ら
十
分
の
七
・
五
ま
で
を
、
「
国
に
お

い
て
負
担
す
る
こ
と
が
で
き
る
」
と
港
湾
法
四
二
条
に

あ
る
。

　
現
在
、
出
田
町
ふ
頭
岸
壁
改
修
工
事
が
対
象
と
な
っ

て
い
る
の
を
は
じ
め
、
法
四
三
条
に
よ
り
、
臨
港
幹
線

道
路
整
備
、
大
黒
ふ
頭
の
道
路
・
緑
地
整
備
や
し
ゅ
ん

せ
つ
費
に
交
付
さ
れ
て
い
る
。

イ
港
湾
使
用
料

　
港
湾
使
用
料
は
、
港
湾
施
設
使
用
料
（
五
年
度
予
算

額
百
十
六
億
円
）
、
水
域
占
用
料
（
同
五
億
円
）
及
び

に
入
港
料
（
同
五
億
円
）
に
大
別
さ
れ
る
。

　
港
湾
施
設
使
用
料
は
、
昭
和
二
十
四
年
に
制
定
さ
れ

た
「
港
湾
施
設
使
用
条
例
」
に
基
づ
き
徴
収
さ
れ
る
。

各
種
の
施
設
使
用
料
が
あ
る
が
、
岸
壁
、
荷
さ
ば
き
地
、

ふ
頭
用
地
及
び
ガ
ン
ト
リ
ー
ク
レ
ー
ン
使
用
料
で
総
額

の
九
六
％
を
占
め
て
い
る
。
物
流
施
設
に
対
し
、
海

づ
り
施
設
な
ど
市
民
利
用
施
設
の
使
用
料
は
二
％
に

満
た
な
い
。
使
用
料
の
算
定
は
、
原
則
、
原
価
計
算

に
よ
る
も
の
の
、
他
港
状
況
等
も
勘
案
し
設
定
し
て

い
る
面
も
あ
り
改
定
は
容
易
で
は
な
い
が
、
五
年
度

は
、
六
大
港
統
一
料
金
で
あ
る
岸
壁
使
用
料
や
大
黒

ふ
頭
の
成
熟
化
を
反
映
さ
せ
同
ふ
頭
用
地
使
用
料
等

の
単
価
改
定
を
行
っ
た
。

　
水
域
占
用
料
は
、
規
則
に
基
づ
き
、
港
湾
区
域
内

に
お
け
る
水
域
の
占
用
等
に
つ
い
て
、
使
用
料
を
徴

収
す
る
も
の
で
あ
る
。

　
入
港
料
は
、
比
較
的
近
年
（
昭
和
五
十
二
年
）
に

施
行
さ
れ
た
入
港
料
条
例
に
基
づ
き
、
入
港
船
舶
に

つ
い
て
、
港
湾
と
い
う
営
造
物
利
用
の
対
価
と
し
て

徴
収
さ
れ
る
。
六
大
港
統
一
料
金
と
な
っ
て
お
り
、

海
運
業
界
の
経
営
環
境
が
厳
し
い
こ
と
も
あ
り
、
昭

和
六
十
年
以
来
改
定
さ
れ
て
い
な
い
。

ウ
市
債
（
港
湾
費
）

　
五
年
度
予
算
で
は
、
一
般
公
共
債
（
十
一
億
円
）
、

公
共
事
業
等
臨
時
特
例
債
（
二
十
五
億
円
）
、
特
別

転
貸
債
（
八
億
円
）
、
一
般
単
独
債
（
十
一
億
円
）

も
計
上
し
て
い
る
が
、
中
で
も
港
湾
整
備
事
業
債
は

二
百
億
円
を
計
上
し
、
総
額
の
八
割
を
占
め
る
。

エ
そ
の
他

　
県
支
出
金
や
各
種
負
担
金
、
普
通
財
産
貸
付
、
建

設
発
生
土
受
入
収
入
等
が
あ
る
。

　
港
湾
環
境
整
備
負
担
金
（
二
億
円
）
は
、
昭
和
四

十
八
年
の
法
改
正
に
よ
り
設
け
ら
れ
た
も
の
で
（
法

四
三
条
の
五
）
、
本
市
で
は
昭
和
五
十
五
年
に
条
例

を
制
定
し
、
翌
年
か
ら
徴
収
を
開
始
し
た
。
本
市
が

施
行
す
る
環
境
整
備
工
事
に
つ
い
て
、
臨
港
地
区
内

で
一
万
平
方
メ
ー
ト
ル
以
上
の
敷
地
に
事
業
場
を
設

置
し
て
い
る
者
は
、
そ
の
工
事
費
の
一
部
を
負
担
す

　
る
。
前
述
の
入
港
料
は
、
昭
和
二
十
九
年
に
法
に
追

　
加
さ
れ
て
い
る
が
、
こ
の
負
担
金
の
法
制
化
を
契
機

　
に
「
環
境
整
備
に
対
す
る
負
担
金
に
見
合
っ
た
金
額

　
の
も
の
と
し
て
」
よ
う
や
く
実
現
し
た
も
の
で
、
負

　
担
対
象
工
事
も
極
め
て
限
定
さ
れ
た
も
の
と
な
っ
て

　
い
る
。

　
　
更
に
、
運
輸
省
第
二
港
湾
建
設
局
直
轄
工
事
が
あ

　
る
。
現
在
、
航
路
し
ゅ
ん
せ
つ
を
は
じ
め
、
南
本
牧

　
ふ
頭
の
岸
壁
・
護
岸
や
大
さ
ん
橋
を
重
点
に
、
実
施

　
さ
れ
て
い
る
。
本
市
負
担
金
の
額
は
、
近
年
ほ
ぼ
三

　
十
億
円
前
後
で
、
負
担
率
は
概
ね
十
分
の
五
と
な
っ

　
て
い
る
。
直
轄
工
事
に
よ
っ
て
生
じ
た
港
湾
施
設
は
、

　
「
港
湾
管
理
者
に
貸
し
付
け
、
又
は
管
理
を
委
託
し

　
な
け
れ
ば
な
ら
」
ず
、
そ
の
管
理
費
用
は
管
理
者
が

　
負
担
し
、
そ
の
使
用
料
は
管
理
者
の
収
入
と
な
る
の

　
で
、
便
宜
的
に
こ
の
項
に
入
れ
た
。

③
－
横
浜
港
の
本
市
財
政
へ
の
影
響

　
港
湾
費
と
い
う
狭
い
範
囲
で
、
特
に
財
源
の
面
を

中
心
に
整
理
し
て
き
た
。
も
う
少
し
広
く
本
市
財
政

面
と
の
か
か
わ
り
を
み
て
み
た
い
。

ア
国
の
本
市
財
政
へ
の
対
応

　
先
ず
、
港
湾
費
の
基
準
財
政
需
要
額
へ
の
参
入
が

あ
る
。
地
方
交
付
税
制
度
は
、
非
常
に
専
門
的
で
分

か
り
に
く
い
が
、
港
湾
費
に
つ
い
て
は
、
経
常
経
費

は
係
留
施
設
の
延
長
、
投
資
的
経
費
は
外
郭
施
設
の

延
長
を
各
々
「
測
定
単
位
」
と
し
、
こ
れ
に
、
各
々

に
定
め
ら
れ
「
単
位
費
用
」
を
乗
じ
需
要
額
を
算
定

す
る
。
こ
の
間
補
正
係
数
等
の
措
置
も
あ
り
、
結
局

本
市
需
要
総
額
の
お
よ
そ
一
％
程
度
を
占
め
る
よ
う

で
あ
る
。

　
次
に
、
特
別
ト
ン
譲
与
税
。
日
本
船
の
外
国
船
に

対
す
る
税
負
担
面
に
お
け
る
不
利
を
解
消
す
る
た
め
、

表－２　市税の使途および市民の負担状況
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主
と
し
て
外
国
貿
易
に
従
事
す
る
外
航
船
舶
に
か
か

る
固
定
資
産
税
を
軽
減
し
た
こ
と
に
伴
う
減
収
の
補

て
ん
措
置
と
し
て
、
昭
和
三
十
二
年
設
け
ら
れ
た
も

の
。
外
国
貿
易
船
が
開
港
に
入
港
し
た
時
に
当
税
が

課
さ
れ
、
同
時
に
こ
の
収
入
額
の
相
当
す
る
額
が
、

特
別
ト
ン
譲
与
税
と
し
て
全
国
開
港
市
町
村
（
百
八

十
二
市
町
村
）
に
譲
与
さ
れ
る
。
五
年
度
本
市
予
算

に
約
九
億
円
計
上
さ
れ
て
い
る
。
こ
れ
は
全
国
（
百

二
十
三
億
円
）
の
約
七
・
五
％
の
案
分
率
で
あ
る
。

　
同
税
に
関
し
て
は
、
国
の
五
年
度
海
運
関
係
税
制

改
正
の
一
環
と
し
て
、
税
率
引
き
上
げ
が
俎
上
に
載

せ
ら
れ
た
。
し
か
し
、
船
舶
固
定
資
産
税
の
非
課
税

措
置
が
撤
廃
さ
れ
、
入
港
料
も
課
徴
さ
れ
て
お
り
、

地
方
公
共
団
体
の
財
源
確
保
に
十
分
対
応
し
て
い
る

と
の
理
由
か
ら
、
海
運
業
界
が
強
く
反
対
し
頓
挫
し

て
い
る
。
こ
の
よ
う
に
港
湾
整
備
費
が
累
増
す
る
中

で
、
こ
の
税
率
は
三
十
年
間
据
え
置
か
れ
た
ま
ま
で

あ
る
。

　
な
お
、
本
市
の
船
舶
固
定
資
産
税
収
入
額
は
、
二

億
円
程
度
で
あ
る
。
ち
な
み
に
、
少
し
古
い
が
手
元

の
資
料
に
よ
る
と
、
船
舶
会
社
の
船
舶
諸
経
費
の
中

で
、
港
費
の
占
め
る
比
率
は
一
・
七
％
（
コ
ン
テ
ナ

船
の
場
合
）
だ
と
い
う
。
（
港
費
の
中
で
も
、
民
間

チ
ャ
ー
ジ
の
方
が
ウ
ェ
イ
ト
が
大
き
い
）
。

イ
税
収
効
果

　
以
上
が
横
浜
港
の
存
在
に
よ
る
国
の
本
市
財
政
へ

の
対
応
で
あ
る
が
、
本
港
に
よ
る
本
市
財
政
へ
の
貢

献
を
考
え
る
場
合
、
税
収
も
そ
の
対
象
と
し
て
い
い

と
思
う
。
港
湾
は
流
通
機
能
だ
け
で
な
く
、
産
業
空

間
と
し
て
の
機
能
を
果
た
し
て
い
る
。
港
湾
の
発
展

は
、
臨
海
工
業
地
帯
の
発
展
と
相
互
依
存
関
係
に
あ

る
。
詳
細
は
別
に
譲
る
と
し
て
、
港
湾
関
連
産
業
の

立
地
に
よ
る
経
済
効
果
（
直
接
効
果
及
び
波
及
効
果
）

は
、
市
民
税
収
入
の
三
割
程
度
に
及
ん
で
い
る
。
市

民
税
の
五
年
度
予
算
額
は
、
個
人
約
三
千
二
百
億
円
、

法
人
約
六
百
億
円
で
あ
る
。
更
に
固
定
資
産
税
や
都

市
計
画
税
、
事
業
所
税
へ
の
効
果
も
あ
る
と
思
わ
れ

る
。

ウ
経
済
・
社
会
（
マ
イ
ナ
ス
）
効
果

　
一
方
、
横
浜
港
に
よ
り
、
マ
イ
ナ
ス
効
果
、
外
部

不
経
済
も
生
じ
る
。
港
湾
か
ら
発
生
す
る
重
交
通
に

よ
る
道
路
事
情
の
悪
化
、
騒
音
や
大
気
汚
染
の
発
生
、

臨
海
工
業
地
帯
に
よ
る
大
気
・
水
質
の
悪
化
、
災
害
、

事
故
、
更
に
は
沈
廃
船
や
流
出
油
の
発
生
な
ど
、
こ

の
た
め
の
財
政
需
要
が
増
加
し
、
社
会
費
用
が
生
じ

る
。
し
か
し
、
精
神
的
側
面
と
し
て
の
社
会
的
効
果

も
ま
た
考
慮
さ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
何
よ
り
横

浜
港
は
、
横
浜
市
民
の
ア
イ
デ
ン
テ
ィ
テ
ィ
ー
の
拠

り
ど
こ
ろ
で
あ
り
、
国
際
貿
易
港
が
醸
し
出
す
港
湾

都
市
の
魅
力
を
感
じ
、
精
神
的
豊
か
さ
を
実
感
す
る

こ
と
が
で
き
る
。

　
種
々
の
要
素
を
勘
案
し
、
横
浜
港
の
バ
ラ
ン
ス
シ
ー

ト
を
描
く
の
は
難
し
い
。
確
か
に
今
ま
で
見
て
き
た

よ
う
に
、
狭
い
範
囲
で
み
た
港
湾
費
で
は
、
欠
損
金

が
累
積
し
て
い
る
。
港
湾
債
の
未
償
還
残
高
も
多
額

に
上
り
（
約
二
千
億
円
）
、
今
後
も
費
用
は
累
増
し

て
い
く
だ
ろ
う
。
し
か
し
、
経
済
・
社
会
（
マ
イ
ナ

ス
）
効
果
ま
で
広
げ
た
場
合
の
評
価
は
ど
う
で
あ
ろ

う
か
。
更
に
漠
と
し
た
言
い
方
が
許
さ
れ
る
な
ら
、

観
光
資
源
と
し
て
の
ナ
シ
ョ
ナ
ル
な
レ
ベ
ル
ま
で
広

が
る
経
済
・
社
会
効
果
、
東
日
本
を
ヒ
ン
タ
ー
ラ
ン

ド
と
す
る
国
家
的
規
模
と
し
て
の
国
民
経
済
効
果
、

国
際
的
な
自
由
貿
易
ル
ー
ル
の
下
に
輸
入
促
進
な
ど
、

外
に
向
か
っ
て
開
か
れ
た
経
済
社
会
の
実
現
を
図
る

と
い
う
国
家
目
標
に
対
す
る
言
わ
ば
国
際
的
シ
ン
ボ

ル
効
果
…
…
様
々
な
レ
ベ
ル
の
（
マ
イ
ナ
ス
）
価
値

一
特
集
・
横
浜
港
の
明
日
‐
総
合
港
湾
へ
の
模
索
③
港
湾
経
営
と
自
治
体
財
政

友一４　一般会計歳入総額に対する主な港湾費特定財源の割合表－３　単純化した港湾事業収支(1993年(H5)一般会計当初予算ベース)
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